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○

企
業
内
容
等
の
開
示
に
関
す
る
内
閣
府
令
（
昭
和
四
十
八
年
大
蔵
省
令
第
五
号
）

改

正

案

現

行

（
臨
時
報
告
書
の
記
載
内
容
等
）

（
臨
時
報
告
書
の
記
載
内
容
等
）

第
十
九
条

（
略
）

第
十
九
条

（
略
）

２

法
第
二
十
四
条
の
五
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
臨
時
報
告
書
を
提
出
す
べ
き
会

２

法
第
二
十
四
条
の
五
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
臨
時
報
告
書
を
提
出
す
べ
き
会

社
（
指
定
法
人
を
含
む
。
）
は
、
内
国
会
社
に
あ
つ
て
は
第
五
号
の
三
様
式
、

社
（
指
定
法
人
を
含
む
。
）
は
、
内
国
会
社
に
あ
つ
て
は
第
五
号
の
三
様
式
、

外
国
会
社
に
あ
つ
て
は
第
十
号
の
二
様
式
に
よ
り
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合

外
国
会
社
に
あ
つ
て
は
第
十
号
の
二
様
式
に
よ
り
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合

の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
事
項
を
記
載
し
た
臨
時
報
告
書
三
通
を

の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
事
項
を
記
載
し
た
臨
時
報
告
書
三
通
を

作
成
し
、
財
務
局
長
等
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

作
成
し
、
財
務
局
長
等
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

提
出
会
社
が
発
行
者
で
あ
る
有
価
証
券
（
新
株
予
約
権
付
社
債
券
（
株
式

一

提
出
会
社
が
発
行
者
で
あ
る
有
価
証
券
（
新
株
予
約
権
付
社
債
券
（
株
式

買
取
権
等
が
付
与
さ
れ
て
い
る
社
債
券
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同

買
取
権
等
が
付
与
さ
れ
て
い
る
社
債
券
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同

じ
。
）
以
外
の
社
債
券
、
社
会
医
療
法
人
債
券
、
学
校
債
券
、
学
校
貸
付
債

じ
。
）
以
外
の
社
債
券
、
社
会
医
療
法
人
債
券
、
学
校
債
券
、
学
校
貸
付
債

権
、
コ
マ
ー
シ
ャ
ル
・
ペ
ー
パ
ー
、
外
国
譲
渡
性
預
金
証
書
、
有
価
証
券
信

権
、
コ
マ
ー
シ
ャ
ル
・
ペ
ー
パ
ー
、
外
国
譲
渡
性
預
金
証
書
、
有
価
証
券
信

託
受
益
証
券
（
株
券
、
新
株
予
約
権
証
券
又
は
新
株
予
約
権
付
社
債
券
を
受

託
受
益
証
券
（
株
券
、
新
株
予
約
権
証
券
又
は
新
株
予
約
権
付
社
債
券
を
受

託
有
価
証
券
と
す
る
も
の
を
除
く
。
）
、
預
託
証
券
（
株
券
、
新
株
予
約
権

託
有
価
証
券
と
す
る
も
の
を
除
く
。
）
、
預
託
証
券
（
株
券
、
新
株
予
約
権

証
券
又
は
新
株
予
約
権
付
社
債
券
に
係
る
権
利
を
表
示
す
る
も
の
を
除
く
。

証
券
又
は
新
株
予
約
権
付
社
債
券
に
係
る
権
利
を
表
示
す
る
も
の
を
除
く
。

）
及
び
カ
バ
ー
ド
ワ
ラ
ン
ト
を
除
く
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
の

）
及
び
カ
バ
ー
ド
ワ
ラ
ン
ト
を
除
く
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
の

募
集
（
五
十
名
未
満
の
者
を
相
手
方
と
し
て
行
う
も
の
を
除
く
。
以
下
こ
の

募
集
（
五
十
名
未
満
の
者
を
相
手
方
と
し
て
行
う
も
の
を
除
く
。
以
下
こ
の

号
及
び
第
四
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
又
は
売
出
し
（
法
第
二
条
第
四
項
に
規

号
及
び
第
四
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
又
は
売
出
し
（
法
第
二
条
第
四
項
に
規

定
す
る
売
出
し
の
う
ち
、
当
該
有
価
証
券
の
売
出
し
が
行
わ
れ
る
日
以
前
一

定
す
る
売
出
し
の
う
ち
、
当
該
有
価
証
券
の
売
出
し
が
行
わ
れ
る
日
以
前
一

月
以
内
に
行
わ
れ
た
同
種
の
既
発
行
証
券
の
売
付
け
勧
誘
等
の
相
手
方
が
五

月
以
内
に
行
わ
れ
た
同
種
の
既
発
行
証
券
の
売
付
け
勧
誘
等
の
相
手
方
が
五
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十
名
未
満
の
者
で
あ
る
場
合
を
除
き
、
当
該
有
価
証
券
の
所
有
者
が
第
四
条

十
名
未
満
の
者
で
あ
る
場
合
を
除
き
、
当
該
有
価
証
券
の
所
有
者
が
第
四
条

第
四
項
第
一
号
又
は
第
二
号
に
掲
げ
る
者
で
あ
つ
た
場
合
に
限
る
。
以
下
こ

第
四
項
第
一
号
又
は
第
二
号
に
掲
げ
る
者
で
あ
つ
た
場
合
に
限
る
。
以
下
こ

の
号
及
び
第
四
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
う
ち
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の

の
号
及
び
第
四
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
う
ち
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の

総
額
が
一
億
円
以
上
で
あ
る
も
の
が
本
邦
以
外
の
地
域
に
お
い
て
開
始
さ
れ

総
額
が
一
億
円
以
上
で
あ
る
も
の
が
本
邦
以
外
の
地
域
に
お
い
て
開
始
さ
れ

た
場
合
（
当
該
募
集
又
は
売
出
し
に
係
る
有
価
証
券
と
同
一
の
種
類
の
有
価

た
場
合

次
に
掲
げ
る
事
項

証
券
の
募
集
又
は
売
出
し
が
、
本
邦
以
外
の
地
域
と
並
行
し
て
本
邦
に
お
い

て
開
始
さ
れ
た
場
合
で
あ
つ
て
、
そ
の
本
邦
に
お
け
る
募
集
又
は
売
出
し
に

係
る
有
価
証
券
届
出
書
又
は
発
行
登
録
追
補
書
類
に
本
邦
以
外
の
地
域
に
お

い
て
開
始
さ
れ
た
募
集
又
は
売
出
し
に
係
る
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た

と
き
を
除
く
。
）

次
に
掲
げ
る
事
項

イ
～
ワ

（
略
）

イ
～
ワ

（
略
）

二
～
十
九

（
略
）

二
～
十
九

（
略
）

３
～

（
略
）

３
～

（
略
）

11

11
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○ 企業内容等の開示に関する内閣府令（昭和四十八年大蔵省令第五号） 

改  正  案 現     行 

第二号様式 
【表紙】 
【提出書類】               有価証券届出書 

（略） 
第一部 （略） 
第二部【企業情報】 

第１ （略） 

第二号様式 
【表紙】 
【提出書類】               有価証券届出書 

（略） 
第一部 （略） 
第二部【企業情報】 

第１ （略） 
第２【事業の状況】 第２【事業の状況】 
 １・２ （略）  １・２ （略） 

３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】（32） ３【対処すべき課題】（32） 
４～７ (略) ４～７ (略) 

第３～第７ （略） 第３～第７ （略） 

第三部・第四部 （略） 第三部・第四部 （略） 
（記載上の注意） 
（１）～（31） （略） 

（記載上の注意） 
（１）～（31） （略） 

（32） 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等 
ａ 最近日現在において連結会社（連結財務諸表を作成していない場合には提出会社。以下（32）にお
いて同じ。）が経営方針・経営戦略等を定めている場合には、当該経営方針・経営戦略等の内容を記

載すること。また、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等がある場合には、その
内容について記載すること。 

ｂ 最近日現在における連結会社の経営環境並びに事業上及び財務上の対処すべき課題について、その

内容、対処方針等を具体的に記載すること。 
なお、基本方針を定めている会社については、会社法施行規則（平成18年法務省令第12号）第11

8条第３号に掲げる事項を記載すること。 

ｃ 将来に関する事項を記載する場合には、当該事項は届出書提出日現在において判断したものである
旨を記載すること。 

（32） 対処すべき課題 
最近日現在における連結会社（連結財務諸表を作成していない場合には提出会社）の事業上及び財務

上の対処すべき課題について、その内容、対処方針等を具体的に記載すること。 

なお、基本方針を定めている会社については、会社法施行規則（平成18年法務省令第12号）第118条
第３号に掲げる事項を記載すること。 

（33）～（41） （略） （33）～（41） （略） 

（42） ライツプランの内容 
ａ 「第二部 企業情報」の「第２ 事業の状況」の「３ 経営方針、経営環境及び対処すべき課題
等」において記載を要する基本方針に照らして不適切な者によって当該会社の財務及び事業の方針の

決定が支配されることを防止するための取組み（いわゆる買収防衛策）の一環として、新株予約権を
発行している場合には、「ライツプランの内容」の欄に記載すること。なお、「（２） 新株予約権
等の状況」の記載と重複している場合には、その旨のみを記載することができる。 

ｂ （略） 

（42） ライツプランの内容 
ａ 「第二部 企業情報」の「第２ 事業の状況」の「３ 対処すべき課題」において記載を要する基
本方針に照らして不適切な者によって当該会社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組み（いわゆる買収防衛策）の一環として、新株予約権を発行している場合には、「ラ
イツプランの内容」の欄に記載すること。なお、「（２） 新株予約権等の状況」の記載と重複して
いる場合には、その旨のみを記載することができる。 

ｂ （略） 
（43）～（87） （略） （43）～（87） （略） 
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○ 企業内容等の開示に関する内閣府令（昭和四十八年大蔵省令第五号） 

改  正  案 現     行 

第二号の四様式 
【表紙】 
【提出書類】               有価証券届出書 

（略） 
第一部 （略） 
第二部【企業情報】 

第１ （略） 
第２【事業の状況】 

第二号の四様式 
【表紙】 
【提出書類】               有価証券届出書 

（略） 
第一部 （略） 
第二部【企業情報】 

第１ （略） 
第２【事業の状況】 

１・２ （略） １・２ （略） 

３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】  ３【対処すべき課題】 
４～７ （略） ４～７ （略） 

第３～第７ （略） 

第三部・第四部 （略） 

第３～第７ （略） 

第三部・第四部 （略） 
（記載上の注意） （略） （記載上の注意） （略） 
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○ 企業内容等の開示に関する内閣府令（昭和四十八年大蔵省令第五号） 

改  正  案 現     行 

第二号の五様式 
【表紙】 
【提出書類】               有価証券届出書 

（略） 
第一部・第二部 （略） 
第三部【企業情報】 

第１ （略） 

第二号の五様式 
【表紙】 
【提出書類】               有価証券届出書 

（略） 
第一部・第二部 （略） 
第三部【企業情報】 

第１ （略） 
第２【事業の状況】 第２【事業の状況】 
１・２ （略） １・２ （略） 

３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】（38） ３【対処すべき課題】（38） 
４～７ （略） ４～７ （略） 

第３～第６ （略） 

第四部～第七部 （略） 

第３～第６ （略） 

第四部～第七部 （略） 
（記載上の注意） 
（１）～（37） （略） 

（記載上の注意） 
（１）～（37） （略） 

（38） 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等 
ａ 最近日現在において提出会社が経営方針・経営戦略等を定めている場合には、当該経営方針・経営
戦略等の内容を記載すること。また、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等があ

る場合には、その内容について記載すること。 
ｂ 最近日現在における提出会社の経営環境並びに事業上及び財務上の対処すべき課題について、その
内容、対処方針等を具体的に記載すること。 

なお、基本方針を定めている会社については、会社法施行規則（平成18年法務省令第12号）第11
8条第３号に掲げる事項を記載すること。 

ｃ 将来に関する事項を記載する場合には、当該事項は届出書提出日現在において判断したものである

旨を記載すること。 

（38） 対処すべき課題 
最近日現在における事業上及び財務上の対処すべき課題について、その内容、対処方針等を具体的に

記載すること。 

なお、基本方針を定めている会社については、会社法施行規則第 118 条第３号に掲げる事項を記載す
ること。 

（39）～（59） （略） （39）～（59） （略） 
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○ 企業内容等の開示に関する内閣府令（昭和四十八年大蔵省令第五号） 

改  正  案 現     行 

第二号の六様式 
【表紙】 
【提出書類】               有価証券届出書 

（略） 
第一部・第二部 （略） 
第三部【企業情報】 

第１ （略） 
第２【事業の状況】 

第二号の六様式 
【表紙】 
【提出書類】               有価証券届出書 

（略） 
第一部・第二部 （略） 
第三部【企業情報】 

第１ （略） 
第２【事業の状況】 

１・２ （略） １・２ （略） 

３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】 ３【対処すべき課題】 
４～７ （略） ４～７ （略） 

第３～第７ （略） 

第四部～第六部 （略） 

第３～第７ （略） 

第四部～第六部 （略） 
（記載上の注意） （略） （記載上の注意） （略） 



-7- 

○ 企業内容等の開示に関する内閣府令（昭和四十八年大蔵省令第五号） 

●第二号の五様 号の四様式 

改  正  案 現     行 

第二号の七様式 
【表紙】 
【提出書類】               有価証券届出書 

（略） 
第一部・第二部 （略） 
第三部【企業情報】 

第１ （略） 
第２【事業の状況】 

第二号の七様式 
【表紙】 
【提出書類】               有価証券届出書 

（略） 
第一部・第二部 （略） 
第三部【企業情報】 

第１ （略） 
第２【事業の状況】 

１・２ （略） １・２ （略） 

３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】 ３【対処すべき課題】 
４～７ （略） ４～７ （略） 

第３～第７ （略） 第３～第７ （略） 

第四部～第六部 （略） 第四部～第六部 （略） 
（記載上の注意） （略） （記載上の注意） （略） 
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○ 企業内容等の開示に関する内閣府令（昭和四十八年大蔵省令第五号） 

改  正  案 現     行 

第三号様式 
【表紙】 
【提出書類】               有価証券報告書 

（略） 
第一部【企業情報】 
第１ （略） 

第２【事業の状況】 

第三号様式 
【表紙】 
【提出書類】               有価証券報告書 

（略） 
第一部【企業情報】 
第１ （略） 

第２【事業の状況】 
１・２ （略） １・２ （略） 
３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】（12） ３【対処すべき課題】（12） 

４～７ （略） ４～７ （略） 
第３～第７ （略） 
第二部 （略） 

第３～第７ （略） 
第二部 （略） 

（記載上の注意） 
(略) 

（１）～（11） （略） 

（記載上の注意） 
(略) 

（１）～（11） （略） 

（12） 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等 
（略） 

（12） 対処すべき課題  
（略） 

（13）～（21―２） （略） （13）～（21－２） （略） 

（22） ライツプランの内容 
ａ 「第一部 企業情報」の「第２ 事業の状況」の「３ 経営方針、経営環境及び対処すべき課題
等」において記載を要する財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針に照ら

して不適切な者によって当該会社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取
組み（いわゆる買収防衛策）の一環として、新株予約権を発行している場合には、「ライツプランの
内容」の欄に記載すること。なお、「（２） 新株予約権等の状況」の記載と重複している場合に

は、その旨のみを記載することができる。 
ｂ （略） 

（22） ライツプランの内容 
ａ 「第一部 企業情報」の「第２ 事業の状況」の「３ 対処すべき課題」において記載を要する財
務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針に照らして不適切な者によって当該

会社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み（いわゆる買収防衛策）
の一環として、新株予約権を発行している場合には、「ライツプランの内容」の欄に記載すること。
なお、「（２） 新株予約権等の状況」の記載と重複している場合には、その旨のみを記載すること

ができる。 
ｂ （略） 

（23）～（66） （略） （23）～（66） （略） 
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○ 企業内容等の開示に関する内閣府令（昭和四十八年大蔵省令第五号） 

改  正  案 現     行 

第三号の二様式 
【表紙】 
【提出書類】               有価証券報告書 

（略） 
第一部【企業情報】 
第１ （略） 

第三号の二様式 
【表紙】 
【提出書類】               有価証券報告書 

（略） 
第一部【企業情報】 
第１ （略） 

第２【事業の状況】 第２【事業の状況】 
１・２ （略） １・２ （略） 
３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】（18） ３【対処すべき課題】（18） 

 ４～７ （略） ４～７ （略） 
第３～第６ （略） 第３～第６ （略） 
第二部・第三部 （略） 第二部・第三部 （略） 

（記載上の注意） 
(略) 

（１）～（17） （略） 

（記載上の注意） 
(略) 

（１）～（17） （略） 

（18） 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等 
（略） 

（18） 対処すべき課題 
（略） 

（19）～（46） （略） （19）～（46） （略） 
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○ 企業内容等の開示に関する内閣府令（昭和四十八年大蔵省令第五号） 

改  正  案 現     行 

第四号様式 
【表紙】 
【提出書類】               有価証券報告書 

（略） 
第一部【企業情報】 
第１ （略） 

第２【事業の状況】 

第四号様式 
【表紙】 
【提出書類】               有価証券報告書 

（略） 
第一部【企業情報】 
第１ （略） 

第２【事業の状況】 
１・２ （略） １・２ （略） 
３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】 ３【対処すべき課題】 

４～７ （略） ４～７ （略） 
第３～第８ （略） 
第二部 （略） 

第３～第８ （略） 
第二部 （略） 

（記載上の注意） （略） （記載上の注意） （略） 



-11- 

○ 企業内容等の開示に関する内閣府令（昭和四十八年大蔵省令第五号） 

改  正  案 現     行 

第四号の三様式 
【表紙】 
【提出書類】               四半期報告書 

（略） 
第一部・第二部 （略） 

第四号の三様式 
【表紙】 
【提出書類】               四半期報告書 

（略） 
第一部・第二部 （略） 

（記載上の注意） 

（１）～（８） （略） 

（記載上の注意） 

（１）～（８） （略） 
（９） 財政状態、経営成績及びキャッシュ･フローの状況の分析 

ａ この四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関して投資者が適正な判断を行うことが

できるよう、提出会社の代表者による財政状態、経営成績及びキャッシュ･フローの状況に関する分
析・検討内容（次に掲げるもののほか、例えば、経営成績に重要な影響を与える要因についての分
析、資本の財源及び資金の流動性に係る情報）を具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。ただ

し、当四半期連結会計期間が、（23）により「第４ 経理の状況」において四半期連結キャッシュ・
フロー計算書を掲げた四半期連結会計期間以外の四半期連結会計期間（四半期連結財務諸表を作成し
ていない場合は、（28）により「第４ 経理の状況」において四半期キャッシュ・フロー計算書を掲

げた四半期会計期間以外の四半期会計期間）である場合には、キャッシュ・フローの状況に関する分
析・検討内容の記載を要しない。 

（９） 財政状態、経営成績及びキャッシュ･フローの状況の分析 
ａ この四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関して投資者が適正な判断を行うことが

できるよう、提出会社の代表者による財政状態、経営成績及びキャッシュ･フローの状況に関する分
析・検討内容（次に掲げるもののほか、例えば、経営成績に重要な影響を与える要因についての分
析、資本の財源及び資金の流動性に係る情報）を具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。ただ

し、当四半期連結会計期間が、（23）により「第４ 経理の状況」において四半期連結キャッシュ・
フロー計算書を掲げた四半期連結会計期間以外の四半期連結会計期間（四半期連結財務諸表を作成し
ていない場合は、（28）により「第４ 経理の状況」において四半期キャッシュ・フロー計算書を掲

げた四半期会計期間以外の四半期会計期間）である場合には、キャッシュ・フローの状況に関する分
析・検討内容の記載を要しない。 

 (略)   (略) 

 当四半期連結累計期間において、連結会社（四半期連結財務諸表を作成していない場合には提出
会社。 及び において同じ。）が経営方針・経営戦略等若しくは指標等（経営上の目標の達成状
況を判断するための客観的な指標等をいう。以下 において同じ。）を定めている場合における当

該経営方針・経営戦略等若しくは指標等について重要な変更があったとき又は新たに経営方針・経
営戦略等若しくは指標等を定めた場合には、その内容。 

（新設） 

 当四半期連結累計期間において、連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な

変更があった場合又は新たに事業上及び財務上の対処すべき課題が生じた場合におけるその内容、
対処方針等。 

    なお、財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針（以下この様式におい

て「基本方針」という。）を定めている会社については、会社法施行規則第118 条第３号に掲げる
事項。 

 当四半期連結累計期間において、連結会社（四半期連結財務諸表を作成していない場合には提出

会社）の事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更があった場合又は新たに事業上及
び財務上の対処すべき課題が生じた場合におけるその内容、対処方針等。 

  なお、財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針（以下この様式におい

て「基本方針」という。）を定めている会社については、会社法施行規則第118条第３号に掲げる
事項。 

 （略）  （略） 

 （略）  （略） 
 （略）  （略） 
 （略）  （略） 

ｂ （略） ｂ （略） 
ｃ 将来に関する事項を記載する場合には、当該事項は当四半期連結会計期間（四半期連結財務諸表を
作成していない場合には当四半期会計期間）の末日現在において判断したものである旨を記載するこ

と。 

ｃ 将来に関する事項を記載する場合には、当該事項は当四半期連結会計期間の末日現在において判断
したものである旨を記載すること。 

（10）～（37） （略） （10）～（37） （略） 
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○ 企業内容等の開示に関する内閣府令（昭和四十八年大蔵省令第五号） 

改  正  案 現     行 

第五号様式 
【表紙】 
【提出書類】               半期報告書 

（略） 
第一部【企業情報】 
第１ （略） 

第２【事業の状況】 

第五号様式 
【表紙】 
【提出書類】               半期報告書 

（略） 
第一部【企業情報】 
第１ （略） 

第２【事業の状況】 
１・２ （略） １・２ （略） 
３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】（11） ３【対処すべき課題】（11） 

 ４～７ （略） ４～７ （略） 
第３～第６ （略） 
第二部 （略） 

第３～第６ （略） 
第二部 （略） 

（記載上の注意） 
（１）～（10） （略） 

（記載上の注意） 
（１）～（10） （略） 

（11） 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等 

ａ 当中間連結会計期間（中間連結財務諸表を作成していない場合には当中間会計期間。ｂ及びｃにお
いて同じ。）において、連結会社（中間連結財務諸表を作成していない場合には提出会社。ｂにおい
て同じ。）が経営方針・経営戦略等若しくは指標等（経営上の目標の達成状況を判断するための客観

的な指標等をいう。以下ａにおいて同じ。）を定めている場合における当該経営方針・経営戦略等若
しくは指標等に重要な変更があったとき又は新たに経営方針・経営戦略等若しくは指標等を定めた場
合には、その内容を記載すること。 

ｂ 当中間連結会計期間において、連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更
があった場合又は新たに事業上及び財務上の対処すべき課題が生じた場合には、その内容、対処方針
等を具体的に記載すること。 

なお、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（以下この様式において
「基本方針」という。）を定めている会社については、会社法施行規則（平成 18 年法務省令第 12
号）第118条第３号に掲げる事項を記載すること。 

ｃ 将来に関する事項を記載する場合には、当該事項は当中間連結会計期間の末日現在において判断し
たものである旨を記載すること。 

（11） 対処すべき課題 

当中間連結会計期間（中間連結財務諸表を作成していない場合には当中間会計期間）において、連結
会社（中間連結財務諸表を作成していない場合には提出会社）の事業上及び財務上の対処すべき課題に
ついて重要な変更があった場合又は新たに事業上及び財務上の対処すべき課題が生じた場合には、その

内容、対処方針等を具体的に記載すること。 
なお、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（以下この様式において

「基本方針」という。）を定めている会社については、会社法施行規則第 118 条第３号に掲げる事項を

記載すること。 

（11-２）～（17-２） （略） （11-２）～（17-２） （略） 

（18） ライツプランの内容 
ａ 「第一部 企業情報」の「第２ 事業の状況」の「３ 経営方針、経営環境及び対処すべき課題
等」において記載を要する基本方針に照らして不適切な者によって当該会社の財務及び事業の方針の

決定が支配されることを防止するための取組み（いわゆる買収防衛策）の一環として、新株予約権を
発行している場合には、「ライツプランの内容」の欄に記載すること。なお、「（２） 新株予約権
等の状況」の記載と重複している場合には、その旨のみを記載することができる。 

ｂ （略） 

（18） ライツプランの内容 
ａ 「第一部 企業情報」の「第２ 事業の状況」の「３ 対処すべき課題」において記載を要する基
本方針に照らして不適切な者によって当該会社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組み（いわゆる買収防衛策）の一環として、新株予約権を発行している場合には、「ラ
イツプランの内容」の欄に記載すること。なお、「（２） 新株予約権等の状況」の記載と重複して
いる場合には、その旨のみを記載することができる。 

ｂ （略） 
（19）～（46） （略） （19）～（46） （略） 
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○ 企業内容等の開示に関する内閣府令（昭和四十八年大蔵省令第五号） 

改  正  案 現     行 

第五号の二様式 
【表紙】 
【提出書類】               半期報告書 

（略） 
第一部【企業情報】 
第１ （略） 

第五号の二様式 
【表紙】 
【提出書類】               半期報告書 

（略） 
第一部【企業情報】 
第１ （略） 

第２【事業の状況】 第２【事業の状況】 
１・２ （略） １・２ （略） 
３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】（13） ３【対処すべき課題】（13） 

４・５ （略） ４・５ （略） 
第３～第５ （略） 第３～第５ （略） 
第二部・第三部 （略） 第二部・第三部 （略） 

（記載上の注意） 
（１）～（12） （略） 

（記載上の注意） 
（１）～（12） （略） 

（13） 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等 

ａ 当中間会計期間において、提出会社が経営方針・経営戦略等若しくは指標等（経営上の目標の達成
状況を判断するための客観的な指標等をいう。以下ａにおいて同じ。）を定めている場合における当
該経営方針・経営戦略等若しくは指標等に重要な変更があったとき又は新たに経営方針・経営戦略等

若しくは指標等を定めた場合には、その内容を記載すること。 
ｂ 当中間会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更があった場合又
は新たに事業上及び財務上の対処すべき課題が生じた場合には、その内容、対処方針等を具体的に記

載すること。 
なお、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めている会社につい
ては、会社法施行規則（平成18年法務省令第12号）第118条第３号に掲げる事項を記載すること。 

ｃ 将来に関する事項を記載する場合には、当該事項は当中間会計期間の末日現在において判断したも
のである旨を記載すること。 

（13） 対処すべき課題 

当中間会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更があった場合又は
新たに事業上及び財務上の対処すべき課題が生じた場合には、その内容、対処方針等を具体的に記載す
ること。 

なお、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めている会社について
は、会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項を記載すること。 

（14）～（30） （略） （14）～（30） （略） 
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○ 企業内容等の開示に関する内閣府令（昭和四十八年大蔵省令第五号）式

改  正  案 現     行 

第七号様式 
【表紙】 
【提出書類】               有価証券届出書 

（略） 
第一部 （略） 
第二部【企業情報】 

第１・第２ （略） 
第３【事業の状況】 

第七号様式 
【表紙】 
【提出書類】               有価証券届出書 

（略） 
第一部 （略） 
第二部【企業情報】 

第１・第２ （略） 
第３【事業の状況】 

１・２ （略） １・２ （略） 

３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】（37） ３【対処すべき課題】（37） 
４～７ （略） ４～７ （略） 
第４～第９ （略） 第４～第９ （略） 

第三部・第四部 （略） 第三部・第四部 （略） 
（記載上の注意） 
（１）～（36） （略） 

（記載上の注意） 
（１）～（36） （略） 

（37） 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等 
（略） 

（37） 対処すべき課題 
（略） 

（38）～（42） （略） （38）～（42） （略） 

（43） 株式の総数等 
ａ～ｅ （略） 
ｆ 「第二部 企業情報」の「第３ 事業の状況」の「３ 経営方針、経営環境及び対処すべき課題

等」において記載を要する、基本方針に照らして不適切な者によって当該会社の財務及び事業の方針
の決定が支配されることを防止するための取組み（いわゆる買収防衛策）の一環として、新株予約権
を発行している場合には、その数及び種類を欄外に記載すること。なお、ａにおいて新株予約権の内

容を記載している場合には、重複する事項についてはその旨のみを記載することができる。 

（43） 株式の総数等 
ａ～ｅ （略） 
ｆ 「第二部 企業情報」の「第３ 事業の状況」の「３ 対処すべき課題」において記載を要する、

基本方針に照らして不適切な者によって当該会社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防
止するための取組み（いわゆる買収防衛策）の一環として、新株予約権を発行している場合には、そ
の数及び種類を欄外に記載すること。なお、ａにおいて新株予約権の内容を記載している場合には、

重複する事項についてはその旨のみを記載することができる。 
（44）～（69） （略） （44）～（69） （略） 
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○ 企業内容等の開示に関する内閣府令（昭和四十八年大蔵省令第五号） 

改  正  案 現     行 

第七号の四様式 
【表紙】 
【提出書類】               有価証券届出書 

（略） 
第一部・第二部 （略） 
第三部【発行者情報】 

第１・第２ （略） 
第３【事業の状況】 

第七号の四様式 
【表紙】 
【提出書類】               有価証券届出書 

（略） 
第一部・第二部 （略） 
第三部【発行者情報】 

第１・第２ （略） 
第３【事業の状況】 

１・２ （略） １・２ （略） 

３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】 ３【対処すべき課題】 
４～７ （略）  ４～７ （略） 
第４～第９ （略） 

第四部～第六部 （略） 
（記載上の注意） （略） 

第４～第９ （略） 

第四部～第六部 （略） 
（記載上の注意） （略） 
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○ 企業内容等の開示に関する内閣府令（昭和四十八年大蔵省令第五号）式

改  正  案 現     行 

第八号様式 
【表紙】 
【提出書類】               有価証券報告書 

（略） 
第一部【企業情報】 
第１・第２ （略） 

第３【事業の状況】 

第八号様式 
【表紙】 
【提出書類】               有価証券報告書 

（略） 
第一部【企業情報】 
第１・第２ （略） 

第３【事業の状況】 
１・２ （略） １・２ （略） 
３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】（19）  ３【対処すべき課題】（19） 

４～７ （略） ４～７ （略） 
第４～第９ （略） 第４～第９ （略） 
第二部 （略） 第二部 （略） 

（記載上の注意） 
（略） 
（１）～（18） （略） 

（記載上の注意） 
（略） 
（１）～（18） （略） 

（19） 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等 
（略） 

（19） 対処すべき課題 
（略） 

（20）～（48） （略） （20）～（48） （略） 
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○ 企業内容等の開示に関する内閣府令（昭和四十八年大蔵省令第五号） 

改  正  案 現     行 

第九号様式 
【表紙】 
【提出書類】               有価証券報告書 

（略） 
第一部【企業情報】 
第１・第２ （略） 

第３【事業の状況】 

第九号様式 
【表紙】 
【提出書類】               有価証券報告書 

（略） 
第一部【企業情報】 
第１・第２ （略） 

第３【事業の状況】 
１・２ （略） １・２ （略） 
３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】 ３【対処すべき課題】 

４～７ （略）  ４～７ （略） 
第４～第９ （略） 
第二部 （略） 

第４～第９ （略） 
第二部 （略） 

（記載上の注意） （略） （記載上の注意） （略） 
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○ 企業内容等の開示に関する内閣府令（昭和四十八年大蔵省令第五号） 

改  正  案 現     行 

第十号様式 
【表紙】 
【提出書類】                     半期報告書 

（略） 
第一部【企業情報】 
第１・第２ （略） 

第３【事業の状況】 

第十号様式 
【表紙】 
【提出書類】                     半期報告書 

（略） 
第一部【企業情報】 
第１・第２ （略） 

第３【事業の状況】 
１・２ （略） １・２ （略） 
３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】（14） ３【対処すべき課題】（14） 

４～７ （略） ４～７ （略） 
第４～第８ （略） 
第二部 （略） 

第４～第８ （略） 
第二部 （略） 

（記載上の注意） 
（１）～（13） （略） 

（記載上の注意） 
（１）～（13） （略） 

（14） 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等 

（略） 

（14） 対処すべき課題 

（略） 
（15）～（34） （略） （15）～（34） （略） 


